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研究成果の概要（和文）：本研究は、SNS サイトを利用した環境保全に向けた市民の「認識共

同体」の発展や合意形成のための手法構築の研究である。2010 年に愛知・名古屋で開催された

生物多様性条約締約国会議(COP10)に向けて実施された SNS を利用した対話プロジェクトを

事例として調査を行った。研究成果としては、事例調査の成果から、SNS が生物多様性保全の

重要性等の問題意識を共有する主体間の情報・意見の交換に有効であり、「認識共同体」の拡大

のための一手法として有効であることが確認された。しかし一方で、対立する意見の対話や合

意形成に至るプロセスにおける SNS 利用の有効性を認めることはできなかった。 
 
研究成果の概要（英文）： 

The objective of this study is to seek methods of using a Social Networking Service 
for developing “epistemic community” addressing consensus building on solving 
environmental issues among civil society members. The research focuses on the 
Biodiversity Cyber Dialogue Project, using Social Networking Service (SNS), 
conducted by RCE Chubu as a case study. The research outcome shows a positive 
result of using SNS for exchanging information and building a human network 
(“Epistemic Community”) among the people who shares basic ideas of discussed issues 
such as the importance of environmental protection. Nevertheless, a positive effect was 
not observed to use SNS for debates and consensus buildings so far. 
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１．研究開始当初の背景 
 本研究の問題意識には、環境政策の主体が

常に直面する、“グローバルな環境保全”と“地
域の利益”との間の矛盾の問題がある。地域に



根ざした市民提案が環境政策に反映され、結
果として、グローバルな環境保全へと発展さ
せるには、いかなる手法が考えられるのか。
地球環境問題をめぐる政治学者P. M. ハース
（1990）は、専門家集団の国際的ネットワー
クの果たす役割を「認識共同体（Epistemic 
Community）」と名付け、地域の枠を越えた
対話の重要性を説いた。近年、NGO や市民
活動の発展に伴い、ハースの言う「専門家集
団」の枠組みは拡大し、環境問題を取り扱う
さまざまな認識共同体が発言・提案を行う時
代に入った。 

こうした中、環境問題解決や社会・経済と
の調和の取れた発展を目指して、国連は、「国
連持続可能な開発のための教育（ESD）の 10
年」（以降、「ESD の 10 年」）計画を進めて
いる。 ここで言う教育とは、多様なステー
クホルダー間のネットワーク構築のための
「学び合い」という意味を含んでいる。異な
る立場の多様なステークホルダーが、対話と
学びを通して、持続可能な社会を創造する力
を養うものである。1992 年のリオサミット
から 20 年後のヨハネスブルグ・サミットま
での間に、環境問題の解決が進まなかった現
実を踏まえ、教育の重要性が認識された。  
そこで、日本の小泉首相（当時）がヨハネ

スブルグ・サミットにおいて日本政府から
「持続可能な開発のための教育（ESD）の 10
年」を提案し、同年の第 57 回国連総会で、
2005 年から 2014 年までを「持続可能な開発
のための教育（ESD）の 10 年」と定める案
が採択された。また、これに伴い、国連大学
は、1992 年のリオサミットからの 10 年間で、
環境問題解決に捗々しい発展がなかったこ
とを、国連や国家主導で、地域住民への配慮
が足らなかった点にあると反省し、ESD の地
域拠点計画（RCE: Regional Centres of 
Expertise on Education for Sustainable 
Development）を開始した。平成 2１年 10
月時点で世界の ESD 地域拠点（RCE）は 66
か所を数え、地域内外での持続可能な発展へ
向けた教育や多セクターの相互理解を深め
る取り組みを行っている。現在、国連大学高
等研究所では、世界 66 の RCE ネットワーク
で、テーマ別グループを組んでさまざまな課
題に取り組んでおり、本研究が事例として研
究対象とする「生物多様性」もその中のひと
つである。 
 
２．研究の目的 
以上の背景を踏まえた本研究の目的は、環

境保全に向けた市民の「認識共同体」の発展
や合意形成のためのツールとしての SNS 利
用の有効性を明らかにするものである。 

特に、世界 66 の ESD 拠点のひとつである
中部 ESD 拠点(RCE Chubu)が、世界の ESD
拠点と連携して進める生物多様性サイバー

対話プロジェクトを事例に、「生物多様性の
保全問題に関する市民提言に至るプロセス
としての地域の合意形成過程」を観察・評価
する。また、多言語使用によるインターネッ
ト上での国際的な対話から、COP10 で、市
民社会から国際社会に対して提案を行うプ
ロセスを調査し、大規模国際条約会議におけ
る市民提案の発信に際して、いかにインター
ネット上の対話システムが機能するか、その
可能性と課題を検証する。 
研究の対象となる中部 ESD 拠点は、行政・

教育機関・経済団体・NPO など、60 団体が
登録してネットワークを構築している。活動
の対象範囲は、伊勢・三河湾流域圏という自
然環境区分を用い、さまざまな地域の問題と
活動の情報交流をめざしている。このような
取組の中から、多様な課題を持ち寄り、多様
な主体が COP10 に向けて意見交換を行い、
最終的には市民提案としての合意形成を試
みる。こうした試みは、COP10 という大規
模な国際条約会議を契機とした特殊な状況
下での事例であるが、多様で多数の主体が関
わる市民提案の成立や合意形成のプロセス
を観察するためには、適した事例調査である
と考えられる。 

初年度の達成目標としては、「サイバー対
話」を事例として、大規模国際条約会議を契
機としたインターネット上の市民提案に向
けた合意形成の過程を調査し、その成果と課
題を明らかにすることである。また、次年度
は、上記対話プロジェクトの反省点を踏まえ、
COP10 開催地域の環境活動団体等を対象に
課題の要因を明らかにすべく追跡調査を行
い、研究目標である手法構築に向けた研究を
進めることである。 

 
３．研究の方法 
本研究は、中部 ESD 拠点が実施する生物

多様性サイバー対話プロジェクトを事例と
して、SNS を利用した生物多様性保全のため
の対話プロセスを通じて、①COP10 開催時
の宣言文作成に向けた市民の合意形成プロ
セスの観察、②意識変容調査、③市民提案内
容の変容分析を行う。合意形成プロセスの観
察は、COP10 に向けた日本国内の市民社会
からの提言作成や、COP10 で開催される
NGO フォーラムでの提言発表に向けて非政
府系の主体が合意形成する過程で如何に
SNS が活用されるかを調査する。そのために、
国内外から生物多様性に関する有識者を募
り、サイトへの誘導を行う。また、意識の変
容調査としては、可能な限り対話プロジェク
ト参加者から聞き取りを行い、SNS 上での対
話の有効性を分析する。また特に、異なる意
見や認識の衝突に着目し、SNS 上での討論と
対面対話の利点・欠点を比較分析する。また、
市民提案が合意を経て変化・発展する過程に



おける SNS 上の議論の内容分析を行う。 
研究計画の概要は以下の通りである。 

平成 22 年度：●地域（伊勢・三河湾流域圏）
における生物多様性に関する課題と解決の
ための事例の収集 (映像資料を含む )、
●COP10 に向けた市民提案の実現に向けた
サイバー対話のウェブ・プラットフォームの
整備および、対話・討論への誘導、●多言語
によるサイバー対話のまとめと、COP10 に
おける市民提案のための合意形成プロセス
の観察。 
平成 23 年度：●地域における生物多様性およ
び持続可能性社会構築に関わる諸活動の追
跡調査。●サイバー対話の成果を踏まえた
COP10 以降の目標に向けた対話プロジェク
トの補助。●南北対話実現に向けた海外事例
の調査および有識者のサイトへの誘導。●Ｉ
Ｔ技術とサイバー空間を利用した合意形成
と市民提案の手法に関する可能性と課題の
検証。 
 
４．研究成果 
（１）生物多様性保全および持続可能な社会
づくりに関する対話ツールとしての SNS の
有効性に関わる調査の成果 

生物多様性サイバー対話プロジェクトは、
主として日本語版 SNS サイトにおいて対話
が行われ、COP10 開催時には、サイバー対
話での議論から発展した『COP10/MOP5 開
催地住民からのアピール』が発表された。 

英語版サイバー対話サイトおよび日本語
版サイバー対話サイトは、国際的には
facebook、国内では mixi のような既存の大
型 SNS サイト内に対話のスペースを確保す
る方法と、独自の SNS を構築することがで
きるものとの 2 通りの選択肢があったが、カ
スタマイズの利点等を鑑み、日英いずれも後
者の方法を選択した。英語版は、米国のNING
サイトを利用し、日本語版は地域 SNS に広
く活用されている OPEN SNP を用いた。英
語による国際的な対話は、主として数種のメ
ーリングリスト上で展開され、その要点が
SNS 上に掲載された。英語版の対話用 SNS
登録者の多くは ROM（書き込みを行わず読
むだけの参加者）であった。 

一方、日本語サイトは、中部 ESD 拠点と
連携した CBD 市民ネットワークのメンバー
を含む国内の生物多様性保全に関わる活動
家、研究者、市民等が参加した。日本語サイ
トでは、CBD 市民ネットの作業部会の一部
が、ポジションペーパーの作成に SNS を利
用するケースがあり、意見交換・情報交換の
場として活用された。 

COP10 最 終 日 に 記 者 発 表 さ れ た
『COP10/MOP5 開催地住民からのアピー
ル』の策定に当たっては、サイバー対話主催
者はサイト上の議論を期待し、内容の一部は

SNS 上で議論された。しかし、異なる意見の
討論や合意形成に向けた議論という側面で
は、サイト上での衝突を避けて、対面での直
接的な意見交換やシンポジウムやフォーラ
ム等での討論が行われる傾向が確認された。
サイト上で、意見の衝突による議論の深まり
やその結果としての合意形成の実現という
状況はほとんど確認されなかった。 

COP10 開催時には、対面対話として多種
多様なフォーラムやシンポジウムが開催さ
れたが、サイバー対話から派生したフォーラ
ムシリーズも開催された。これらは、中部
ESD 拠点の個人ネットワークである中部
ESD拠点推進会議と CBD 市民ネットワーク
の共催で実現したもので、生物多様性に関わ
る多様なテーマで計 19 回のフォーラムを開
催した。対面対話の成果は、COP11 に向け
た SNS 上の対話の素材として用いられる。 

COP10 終了後は、サイバー対話や一連の
フォーラムの成果を踏まえ、新たに 2012 年
にインドで開催される生物多様性条約締約
国会議 COP11 に向けた国際的な対話プロジ
ェクトを中部 ESD 拠点推進会議が主体とな
って開始した。この第 2 期サイバー対話プロ
ジェクトでは、サイトの使用方法が広く認知
されている既存の SNS サイトを利用するこ
ととし、facebook 内に対話スペースを設置し
た。筆者は、このサイトの管理運営を行うと
同時に、COP10 における南北問題や伝統知・
地域知をテーマとした対話を更に発展させ
るべく、ガーナ共和国およびベトナムでの現
地調査を行った。ガーナにおいては、GMO
作物導入のリスク研究やマングローブ保全
活動などの事例収集を行った。ベトナムにお
いては、10 世代以上に渡って世代間で受け継
がれる果樹園の里山的利用に関する調査を
行い、両国において、調査対象者や RCE 関
係者に対してネット上の対話サイトへの誘
導を行った。 
日本では、3.11 の津波および福島第一原発

事故という、持続可能性の根本を脅かす災
害・事故が発生したため、facebook のサイト
上では原発等 3.11 関連のテーマで日本語・英
語による議論が展開されている。筆者は引き
続き対話プロジェクトの参加型調査を行う。 

また、国連大学高等研究所でも COP11 に
向けて「生物多様性と伝統地」をテーマに
RCE のプロジェクトが開始されており、筆者
は RCE ネットワークの事例収集にも参加し
ている。 
（２）地域（伊勢・三河湾流域圏）における

生物多様性保全に関わる市民活動の調査成果 
 本研究の目的のひとつであった、SNSを用

いた地域における生物多様性に関わる事例の

発掘に関して、前述の対話プロジェクトで有

効な結果を得ることはできなかった。この原

因を解明すべく、地域の一環境活動に関わり



、情報交換や合意形成の過程でどのようにイ

ンターネットを用いることができるかについ

て参加型の調査を行っている。 
調査対象の「なごや国際オーガニック映画

祭」は、2012年2月19日に中部地域で初めて

開催された本格的な有機農業の映画祭である

。この映画祭は、2010年10月に、環境活動家

、農業記者、大学教員、有機農業従事者など

の個人が集まって運営委員会を発足させ、そ

の後、実行委員会を結成し、市民によるボラ

ンティアによって実現した映画祭である。映

画祭実行委員会は、有機農業を切り口として

、生物多様性保全を含む持続可能な社会づく

りを活動の目標としており、生物多様性条約

締約国会議COP10経験者も実行委員会に加

わった。映画祭の準備開始後の2011年3月に

発生した原子力発電所の事故に関連して、プ

レイベントでは映画『ホピの予言』を上映し

、講演会を開催した。また、有機農業の現場

視察等のイベントを通じて学びの場を提供し

た。映画祭では、遺伝子組み換え作物に関す

る映画を含む6本を上映し、それぞれの映画上

映前に対話のセッションを加えた。食の安全

に不安や関心を持つ市民が700名以上募り、学

びと交流を行った。 
映画祭実行委員会は、SNSサイトfacebook

を用いて映画祭のグループを立ち上げ、情報

発信を行ってきた。映画祭への賛同者や有機

農業実践者による、facebookの意思表示機能

を用いた書き込みへの「賛同」の意思表明は

確認されているが、対立する意見の書き込み

や批判は皆無である。 
（３）成果のまとめ 

本研究におけるCOP10に向けた対話事業

の事例調査の成果から、SNSが生物多様性保

全の重要性等の問題意識を共有する主体間の

情報・意見の交換に有効であり、認識共同体

の拡大のための一手法として有効であること

が確認された。しかし一方で、対立する意見

の対話や合意形成に至るプロセスにおける

SNS利用の有効性を認めることはできなかっ

た。 
COP10後の調査対象である「なごや国際オ

ーガニック映画祭」の事例では、実行委員会

が映画祭の協力者や参加者を募るための情報

発信を行っており、SNSの有効性が確認され

ている。Facebookの「賛同」の意思表示機能

を用いた、書き込みに対する好評価を求める

ユーザー意識に見られるように、SNSサイト

は異なる意見を闘わせる討論の場としてでは

なく、同質の意見を持つ者同士の対話と情報

共有の場としての利用価値の高さが認められ

た。 
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